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平成23年５月19日 

各 位 

 

会 社 名 住 商 情 報 シ ス テ ム 株 式 会 社 

代表者名 代表取締役会長兼社長 中井戸 信英 

 （コード：9719、東証第１部） 

問合せ先 取締役常務執行役員 福永 哲弥 

 （TEL．０３－５１６６－１３４０） 

 

 

商号変更及び定款の一部変更に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、以下のとおり、商号の変更および定款の一部変更について、平成 23 年６月

28日開催予定の定時株主総会に付議することを決議いたしましたので、お知らせいたします。 

平成23年２月24日付「住商情報システム株式会社と株式会社ＣＳＫの合併契約締結に関するお知らせ」に記載のと

おり、当社は、平成 23 年 10 月１日を効力発生日とする、株式会社ＣＳＫ(以下「ＣＳＫ」といいます。) との合併

（以下「本合併」といいます。）を予定しております。 

  

 

１．定款変更の目的 

（１）商号の変更 

 本合併に伴い、現行定款第 1 条の商号を「ＳＣＳＫ株式会社（英文表記：ＳＣＳＫ Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ）」に

変更するものであります（別紙変更案第1条）。 

 

（２）目的の変更 

本合併による事業目的の追加のため、現行定款第３条に掲げる当社の事業目的の変更を行うものであります（別紙変

更案第３条）。 
 

（３）種類株式の発行等 

本合併に際して当社がＣＳＫ発行Ａ種優先株式及びＣＳＫ発行Ｂ種優先株式の株主に割当て交付するための当社発行Ａ

種優先株式及び当社発行Ｂ種優先株式を発行するため、規定を新設するとともに（別紙変更案第６条の２、別紙変更案

第６条の３及び別紙変更案第19条の２）、現行の規定に所要の修正を行うものであります（別紙変更案第６条及び別紙

変更案第８条）。 

 

（４）附則 

上記（１）から（３）の定款変更の効力は、同株主総会における第1号議案「当社と株式会社ＣＳＫとの合併契約承認

の件」が原案どおり可決され、本合併の効力が発生することを条件として、本合併の効力発生日（平成23年10月１日

予定）に生じることとするため、附則に所要の規定を設けるとともに、本合併の効力発生日の経過をもって当該附則自

体が削除される旨を定めるものであります（別紙変更案附則）。 

 

２．定款変更の内容 

  変更の内容は、別紙記載のとおりであります。 

 

３．定款変更の効力発生日 
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定款変更の効力は、同株主総会における第1号議案「当社と株式会社ＣＳＫとの合併契約承認の件」が原案通り可決さ

れ、本件合併の効力が発生することを条件として、本件合併の効力発生日（平成23年10月１日予定）に生じるものと

します。   

 

 

以 上 
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別紙 

定款変更の内容 

                           (下線は変更部分を示しております。) 

現  行 変    更    案 

住商情報システム株式会社定款 

 

第１章 総則 

 

第１条（商号） 

当会社は、住商情報システム株式会社と称し、

英文ではＳｕｍｉｓｈｏ Ｃｏｍｐｕｔｅｒ

Ｓｙｓｔｅｍｓ Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎと表

示する。 

 

第２条（本店の所在地） 

当会社は、本店を東京都中央区に置く。 

 

第３条（目的） 

当会社は、次の事業を営むことを目的とする。

１．ソフトウェアの開発、輸出入、販売、保

守、リース及び賃貸 

２．情報通信システムの開発、輸出入、販売、

保守、リース及び賃貸 

３．情報通信システム及びコンピュータシステ

ムに係る機器及び装置の開発、製造、輸出

入、販売、保守、リース及び賃貸 

４．情報処理サービス業、情報提供サービス

業、通信サービス業及び通信販売業 

（新設） 

５．電気通信工事業及び電気工事業 

 

６．電気通信事業法に基づく登録通信事業又は

届出通信事業 

（新設） 

７．労働者派遣事業 

（新設） 

８．広告宣伝業及び出版業 

（新設） 

（新設） 

９．著作権、工業所有権、ノウハウその他知的

財産権の取得、利用方法の開発、使用許諾、

管理及び譲渡並びにこれらの仲介 

10．不動産の取得、処分、保守、管理、仲介、

リース及び賃貸 

11．金銭の貸付、債務の保証、債権の買取り、

為替取引及び有価証券の保有、運用、売買 

12．債権流動化・証券化の企画及び当該証券の

ＳＣＳＫ株式会社定款 

 

第１章 総則 

 

第１条（商号） 

当会社は、ＳＣＳＫ株式会社と称し、英文では

ＳＣＳＫ Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎと表示す

る。 

 

 

第２条（本店の所在地） 

（現行どおり） 

 

第３条（目的） 

当会社は、次の事業を営むことを目的とする。 

１．（現行どおり） 

  

２．（現行どおり） 

 

３．（現行どおり） 

 

 

４．（現行どおり） 

  

５．コールセンター業務 

６．内装仕上工事業、電気通信工事業、電気工

事業、管工事業及び建築工事業 

７．（現行どおり） 

 

８．放送法に基づく委託放送事業 

９．（現行どおり） 

10．有料職業紹介事業 

11．（現行どおり） 

12．翻訳・通訳業 

13．倉庫業 

14．（現行どおり） 

 

 

15．（現行どおり） 

 

16．（現行どおり） 

 

17．（現行どおり） 
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販売 

13．私募、商法上の任意組合を通じたファンド

の募集、管理、運用 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

18．私募、商法上の任意組合を通じたファンド

の募集、管理、運用及び投資事業組合財産の

管理 

19．企業の販売支援、技術支援、計算事務、労

務管理事務等の業務代行 

20．カード（代金前払方式、代金後払方式等）

発行業務及び発行代行業務 

  21．損害保険代理業務及び生命保険契約締結 

変  更  前 変    更    後 

 

（新設） 

（新設） 

（新設） 

 

（新設） 

（新設） 

 

14．前各号に関する企画、調査、研究、研修及

びコンサルティング 

15．その他前各号に付帯関連する一切の業務 

 

第４条（機関） 

当会社は、株主総会及び取締役のほか、次の機

関を置く。 

（１）取締役会 

（２）監査役 

（３）監査役会 

（４）会計監査人 

 

第５条（公告方法） 

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただ

し、事故その他やむを得ない事由によって電子

公告による公告をすることができない場合は、

日本経済新聞に掲載して行う。 

 

第２章 株式 

 

第６条（発行可能株式総数） 

当会社の発行可能株式総数は、２億株とする。

 

 

 

 

 

 

（新設） 

の代理並びに生命保険の募集に関する業務 

22. 飲食店の経営並びに設計及び施工 

23．医療機器の売買、賃貸借及び輸出入 

24．貨物自動車運送事業及び貨物利用運送事業 

25．酒類販売及びその仲介業務 

26．農産物及び観葉植物その他植物の生産、栽

培、販売及び賃貸 

27．前各号に関する企画、調査、研究、研修及

びコンサルティング 

28．その他前各号に付帯関連する一切の業務 

 

第４条（機関） 

（現行どおり） 

 

 

 

 

 

 

第５条（公告方法） 

（現行どおり） 

 

 

 

 

第２章 株式 

 

第６条（発行可能株式総数） 

当会社の発行可能株式総数は、２億株とし、当

会社の発行可能種類株式総数は、それぞれ次の

とおりとする。 

普通株式 200,000,000株 

Ａ種優先株式   15,000株 

Ｂ種優先株式   15,000株 

 

第６条の２（Ａ種優先株式） 

Ａ種優先株式の内容は、別紙１のとおりとす
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（新設） 

 

 

 

第７条（自己の株式の取得） 

当会社は、会社法第１６５条第２項の規定によ

り、取締役会の決議によって市場取引等により

自己の株式を取得することができる。 

 

第８条（単元株式の数） 

 当会社の単元株式数は、100株とする。 

 

る。 

 

第６条の３（Ｂ種優先株式） 

Ｂ種優先株式の内容は、別紙２のとおりとす

る。 

 

第７条（自己の株式の取得） 

（現行どおり） 

 

 

 

第８条（単元株式の数） 

当会社の普通株式の単元株式数は、100 株と

し、Ａ種優先株式及びＢ種優先株式の単元株 

変  更  前 変    更    後 

 

 

第９条（単元未満株式についての権利） 

当会社の株主は、その有する単元未満株式につ

いて、次に掲げる権利以外の権利を行使するこ

とができない。 

（１）会社法第１８９条第２項各号に掲げる権

利 

（２）会社法第１６６条第１項の規定による請

求をする権利 

（３）株主の有する株式数に応じて募集株式の

割当て及び募集新株予約権の割当てを受

ける権利 

（４）次条に定める請求をする権利 

 

第１０条（単元未満株式の買増し） 

当会社の株主は、株式取扱規程に定めるところ

により、その有する単元未満株式の数と併せて

単元株式数となる数の株式を売り渡すべき旨を

請求することができる。ただし、当会社が売り

渡すべき数の自己株式を有していないときは、

この限りではない。 

 

第１１条（株主名簿管理人） 

１．当会社は、株主名簿管理人を置く。 

２．株主名簿管理人及びその事務取扱場所は、取

締役会の決議によって定め、これを公告する。

３．当会社の株主名簿及び新株予約権原簿の作成

並びに備置きその他の株主名簿及び新株予約権

原簿に関する事務は、これを株主名簿管理人に

委託し、当会社においては取り扱わない。 

  式数はそれぞれ１株とする。 

 

第９条（単元未満株式についての権利） 

（現行どおり） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１０条（単元未満株式の買増し） 

（現行どおり） 

 

 

 

 

 

 

第１１条（株主名簿管理人） 

（現行どおり） 
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第１２条（基準日） 

定款に別段の定めがある場合のほか、必要があ

るときは、あらかじめ公告して、取締役会にお

いて臨時に基準日を定めることができる。 

 

第１３条（株式取扱規程） 

当会社の株主権行使の手続きその他株式に関す

る取扱い及び手数料は、法令又は本定款のほ

か、取締役会において定める株式取扱規程によ

る。 

 

第３章 株主総会 

 

第１４条（招集） 

１．定時株主総会は、毎年６月に招集する。 

２．前項のほか、必要があるときは、臨時株主 

 

 

 

第１２条（基準日） 

（現行どおり） 

 

 

 

 

第１３条（株式取扱規程） 

（現行どおり） 

 

 

 

 

第３章 株主総会 

 

第１４条（招集） 

（現行どおり） 

 

 

変  更  前 変    更    後 

総会を招集する。 

 

第１５条（定時株主総会の基準日） 

当会社の定時株主総会の議決権の基準日は、 

毎年３月３１日とする。 

 

第１６条（招集者及び議長） 

株主総会は、取締役社長が招集し、その議長と

なる。取締役社長に事故があるときは、他の代

表取締役がこれに代わる。 

 

第１７条（株主総会参考書類等のインターネット

開示とみなし提供） 

当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会参

考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類

に記載又は表示すべき事項に係る情報を、法務

省令に定めるところに従いインターネットを利

用する方法で開示することにより、株主に対し

て提供したものとみなすことができる。 

 

第 １ ８ 条 （ 決 議 の 方 法 ）

                       

                 

１．株主総会の決議は、法令又は定款に別段の定

めがある場合を除き、出席した議決権を行使す

 

 

第１５条（定時株主総会の基準日） 

（現行どおり） 

 

 

第１６条（招集者及び議長） 

（現行どおり） 

 

 

 

第１７条（株主総会参考書類等のインターネット

開示とみなし提供） 

（現行どおり） 

 

 

 

 

 

 

 

第１８条（決議の方法） 

（現行どおり） 

 

 



 - 7 -

ることができる株主の有する議決権の過半数を

もって行う。 

２．会社法第３０９条第２項に定める決議は、議

決権を行使することができる株主の議決権の３

分の１以上を有する株主が出席し、その議決権

の３分の２以上をもって行う。 

 

第１９条（議決権の代理行使） 

株主は、当会社の議決権を有する他の株主１名

を代理人としてその議決権を行使することがで

きる。ただし、株主又は代理人は、株主総会ご

とに代理権を証明する書面を当会社に提出しな

ければならない。 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１９条（議決権の代理行使） 

（現行どおり） 

 

 

 

 

 

第19条の２（種類株主総会） 

１．第１６条、第１７条及び第１９条の規定は、

種類株主総会にこれを準用する。 

２．第１５条の規定は、定時株主総会と同日に開

催される種類株主総会にこれを準用する。 

３．第１８条第１項の規定は、会社法第３２４条

第１項の規定によるべき種類株主総会の決議

に、第１８条第２項の規定は、会社法第３２４

条第２項の規定によるべき種類株主総会の決議

に、それぞれ準用する。 

 

 

 

 

変  更  前 変    更    後 

  第４章 取締役、取締役会及び執行役員 

 

第２０条（取締役の選任） 

１．取締役は、株主総会において選任する。 

２．取締役の選任決議は、議決権を行使すること

ができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行

う。 

３．取締役の選任決議は、累積投票によらないも

のとする。 

 

第２１条（取締役の任期） 

１．取締役の任期は、選任後１年内に終了する事

業年度のうち最終のものに関する定時株主総会

の終結の時までとする。 

２．補欠又は増員により就任した取締役の任期

は、他の在任取締役の残任期間と同一とする。

 

第２２条（代表取締役及び役付取締役） 

第４章 取締役、取締役会及び執行役員 

 

第２０条（取締役の選任） 

（現行どおり） 

 

 

 

 

 

 

 

第２１条（取締役の任期） 

（現行どおり） 

 

 

 

 

 

第２２条（代表取締役及び役付取締役） 
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１．取締役会は、その決議によって代表取締役を

選定する。 

２．取締役会は、その決議によって取締役会長、

取締役社長各１名、取締役副社長、専務取締役

及び常務取締役各若干名を定めることができ

る。 

 

第２３条（取締役会の招集権者及び議長） 

取締役会は、法令に別段の定めがある場合を除

き、取締役会長が招集し、議長となる。取締役

会長を置かないとき又は取締役会長に事故があ

るときは、取締役社長がこれに代わり、取締役

社長に事故があるときは、あらかじめ取締役会

が定めた順序により他の取締役がこれに代わ

る。 

 

第２４条（取締役会の招集通知） 

１．取締役会の招集通知は、各取締役及び各監査

役に対し、会日の３日前までに発する。ただ

し、緊急の場合には、この期間を短縮すること

ができる。 

２．取締役及び監査役の全員の同意があるとき

は、招集の手続きを経ないで取締役会を開催す

ることができる。 

 

第２５条（取締役会の決議） 

１．取締役会の決議は、取締役の過半数が出席

し、その出席取締役の過半数をもって行う。 

２．当会社は、取締役が取締役会の決議の目的で

ある事項について提案した場合、当該事項の議

決に加わることのできる取締役全員が書面又は

電磁的記録により同意したときは、当該事項を

可決する旨の取締役会の決議があっ 

（現行どおり） 

 

 

 

 

 

 

第２３条（取締役会の招集権者及び議長） 

（現行どおり） 

 

 

 

 

 

 

 

第２４条（取締役会の招集通知） 

（現行どおり） 

 

 

 

 

 

 

 

第２５条（取締役会の決議） 

（現行どおり） 

 

 

 

 

変  更  前 変    更    後 

たものとみなす。ただし、監査役が異議を述べ

たときはこの限りでない。 

 

第２６条（取締役会規程） 

取締役会に関する事項は、法令又は本定款の  

ほか、取締役会において定める取締役会規程に

よる。 

 

第２７条（取締役の報酬） 

取締役の報酬、賞与その他職務執行の対価とし

て当会社から受ける財産上の利益（以下、「報

酬等」という。）は、株主総会の決議によって

定める。 

 

 

 

第２６条（取締役会規程） 

（現行どおり） 

 

 

 

第２７条（取締役の報酬） 

（現行どおり） 
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第２８条（取締役の責任免除） 

１．当会社は、取締役会の決議によって、法令の

定める限度において、取締役の責任を免除する

ことができる。 

２．当会社は、社外取締役との間で、法令の定め

る限度まで、社外取締役の責任を限定する契約

を締結することができる。 

 

第２９条（執行役員及び役付執行役員） 

１．取締役会は、その決議によって執行役員を定

め、当会社の業務を分担して執行させることが

できる。なお、執行役員の選任、退任、身分、

職務等については、取締役会において定める執

行役員規程による。 

２．取締役会は、その決議によって社長執行役員

を定めるほか、副社長執行役員、専務執行役

員、常務執行役員その他の役付執行役員を定め

ることができる。 

 

第５章 監査役及び監査役会 

 

第３０条（監査役の選任） 

１．監査役は、株主総会において選任する。 

２．監査役の選任決議は、議決権を行使すること

ができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行

う。 

 

第３１条（監査役の任期） 

１．監査役の任期は、選任後４年以内に終了する

事業年度のうち最終のものに関する定時株主総

会の終結の時までとする。 

２．任期の満了前に退任した監査役の補欠として

選任された監査役の任期は、退任した監査役の

任期の満了する時までとする。 

 

第３２条（常勤の監査役及び常任監査役） 

１．監査役会は、その決議によって常勤の監査 

 

第２８条（取締役の責任免除） 

（現行どおり） 

 

 

 

 

 

 

第２９条（執行役員及び役付執行役員） 

（現行どおり） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５章 監査役及び監査役会 

 

第３０条（監査役の選任） 

（現行どおり） 

 

 

 

 

 

第３１条（監査役の任期） 

（現行どおり） 

 

 

 

 

 

 

第３２条（常勤の監査役及び常任監査役） 

（現行どおり） 

変  更  前 変    更    後 

役を選定する。 

２．監査役は、互選をもって常任監査役を定める

ことができる。 

 

第３３条（監査役会の招集通知） 

１．監査役会の招集通知は、各監査役に対し、会

日の３日前までに発する。ただし、緊急の場合

 

 

 

 

第３３条（監査役会の招集通知） 

（現行どおり） 
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には、この期間を短縮することができる。 

２．監査役全員の同意があるときは、招集の手続

きを経ないで監査役会を開催することができ

る。 

 

第３４条（監査役会の決議） 

 監査役会の決議は、法令に別段の定めある場合

を除き、監査役の過半数をもって行う。 

 

第３５条（監査役会規程） 

監査役会に関する事項は、法令又は本定款のほ

か、監査役会において定める監査役会規程によ

る。 

 

第３６条（監査役の報酬） 

監査役の報酬等は、株主総会の決議によって定

める。 

 

第３７条（監査役の責任免除） 

１．当会社は、取締役会の決議によって、法令の

定める限度において、監査役の責任を免除する

ことができる。 

２．当会社は、社外監査役との間で、法令の定め

る限度まで、社外監査役の責任を限定する契約

を締結することができる。 

 

第６章 計算 

 

第３８条（事業年度） 

当会社の事業年度は、毎年４月１日から翌年３

月３１日までとする。 

 

第３９条（剰余金の配当等の決定機関） 

当会社は、剰余金の配当等会社法第４５９条第

１項各号に定める事項については、法令に別段

の定めのある場合を除き、株主総会の決議によ

らず取締役会の決議により定める。 

 

第４０条（剰余金の配当の基準日） 

１．当会社の期末配当の基準日は、毎年３月３１

日とする。 

２．当会社の中間配当の基準日は、毎年９月３０

日とする。 

３．前２項のほか、基準日を定めて剰余金の配 

 

 

 

 

 

 

第３４条（監査役会の決議） 

（現行どおり） 

 

 

第３５条（監査役会規程） 

（現行どおり） 

 

 

 

第３６条（監査役の報酬） 

（現行どおり） 

 

 

第３７条（監査役の責任免除） 

（現行どおり） 

 

 

 

 

 

 

第６章 計算 

 

第３８条（事業年度） 

（現行どおり） 

 

 

第３９条（剰余金の配当等の決定機関） 

（現行どおり） 

 

 

 

 

第４０条（剰余金の配当の基準日） 

（現行どおり） 

 

 

 

 

変  更  前 変    更    後 

当をすることができる。  
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第４１条（配当金等の除斥期間） 

配当財産が金銭である場合は、その支払開始の

日から満３年を経過しても受領されないとき

は、当会社はその支払義務を免れる。 

 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

（新設） 

 

第４１条（配当金等の除斥期間） 

（現行どおり） 

 

 

 

別紙１ 

（注：変更の内容は定款変更案別紙１をご参照く

ださい。） 

 

別紙２ 

（注：変更の内容は定款変更案別紙２をご参照く

ださい。） 

 

 

附則 

本定款の表題、第１条、第３条、第６条、第６

条の２、第６条の３、第８条、第19条の２、別

紙１及び別紙２の変更は、当会社と株式会社Ｃ

ＳＫとの間の吸収合併の効力が生ずることを条

件として、当該吸収合併の効力発生日をもって

効力が生ずるものとする。なお、本附則は、当

該吸収合併の効力発生日の経過によりこれを削

除する。 
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定款変更案別紙１ 

Ａ種優先株式の内容 

1．優先配当金 

（1）Ａ種優先配当金 

a．Ａ種優先配当金の配当 

当会社は、2012年4月1日以降、毎年3月31日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質

権者に対して剰余金の配当をするときは、同日の最終の株主名簿に記載又は記録されたＡ種優先株式を有

する株主（以下「Ａ種優先株主」という。）又はＡ種優先株式の登録株式質権者（以下「Ａ種優先登録株

式質権者」という。）に対し、普通株式を有する株主（以下「普通株主」という。）又は普通株式の登録

株式質権者（以下「普通登録株式質権者」という。）に先立ち、Ａ種優先株式1株につき、本項第b．号に

定める金額（以下「Ａ種優先配当金額」という。）の金銭による剰余金の配当（以下「Ａ種優先配当」と

いう。）を行う。ただし、当該事業年度において、第2項に従ってＡ種優先中間配当（第2項において定義

される。）を行った場合には、当該Ａ種優先中間配当の金額を控除した額をＡ種優先配当金額とする。ま

た、ある事業年度につき、Ａ種優先配当金額とＡ種優先中間配当の金額の合計額は100,000円（ただし、

Ａ種優先株式について、株式分割、併合その他調整が合理的に必要とされる事由が発生した場合には、当

会社取締役会により合理的に調整された額とする。）を上限とし、当該金額を超えて剰余金の配当を行わ

ない。 

当会社は、上記に定めるＡ種優先配当以外には、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対し、剰余

金の配当を行わない。 

b．Ａ種優先配当金の金額 

Ａ種優先配当金額は、Ａ種優先株式の1株当たりの払込金額（1,000,000円。ただし、Ａ種優先株式につい

て、株式分割、併合その他調整が合理的に必要とされる事由が発生した場合には、当会社取締役会により

合理的に調整された額とする。）に優先配当年率（以下に定義される。）を乗じて算出した額（ただし、

1円未満は切り捨て）とする。 

「優先配当年率」とは、Ａ種優先配当又はＡ種優先中間配当の基準日の属する事業年度の4月1日（当日が

銀行休業日の場合は直前の銀行営業日）の日本円ＴＩＢＯＲ（6カ月物）（以下に定義される。）＋1.0％

の利率をいう。優先配当年率は％未満小数第4位まで算出し、その小数第4位を四捨五入する。 

「日本円ＴＩＢＯＲ（6カ月物）」とは、午前11時における日本円6カ月物トーキョー・インター・バン

ク・オファード・レート（日本円ＴＩＢＯＲ（6カ月物））として全国銀行協会によって公表される数値

を指すものとする。日本円ＴＩＢＯＲ（6カ月物）が公表されない場合には、同日（当日が銀行休業日の

場合は直前の銀行営業日）ロンドン時間午前11時にスクリーンページに表示されるユーロ円6カ月物ロン

ドン・インター・バンク・オファード・レート（ユーロ円ＬＩＢＯＲ（6カ月物））として英国銀行協会

によって公表される数値又はこれに準ずるものと認められるものを用いる。 

（2）累積条項 

ある事業年度において、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対して支払う剰余金の配当の金額の

合計額がＡ種優先配当金額に達しない場合、その不足額は翌事業年度以降に累積する。累積した不足額

（以下「累積未払Ａ種優先配当金額」という。）については、当該翌事業年度以降、その事業年度のＡ種

優先配当及び普通株主又は普通登録株式質権者に対する剰余金の配当に先立ち、Ａ種優先株主又はＡ種優

先登録株式質権者に対して配当する。 

（3）非参加条項 

Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対しては、Ａ種優先配当金額及び累積未払Ａ種優先配当金額

（もしあれば）の合計額を超えて剰余金の配当は行わない。ただし、当会社が行う吸収分割手続の中で行

われる会社法第758条第8号ロ若しくは同法第760条第7号ロに規定される剰余金の配当又は当会社が行う新

設分割手続の中で行われる同法第763条第12号ロ若しくは同法第765条第1項第8号ロに規定される剰余金の

配当についてはこの限りではない。 

 

2．優先中間配当金 
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当会社は、2012年4月1日以降、毎年9月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者

に対して中間配当を行うときは、同日の最終の株主名簿に記載又は記録されたＡ種優先株主又はＡ種優先登

録株式質権者に対し、普通株主又は普通登録株式質権者に先立ち、Ａ種優先株式1株につき、Ａ種優先株式の

払込金額（1,000,000円。ただし、Ａ種優先株式について、株式分割、併合その他調整が合理的に必要とされ

る事由が発生した場合には、当会社取締役会により合理的に調整された額とする。）に優先配当年率の2分の

1を乗じて算出した金額（ただし、1円未満は切り捨て）の金銭による剰余金の配当（以下「Ａ種優先中間配

当」という。）を行う。 

 

3．残余財産の分配 

（1）当会社は、残余財産を分配するときは、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対し、普通株主又は

普通登録株式質権者に先立ち、Ａ種優先株式1株当たりの残余財産分配価額として、1,000,000円（ただし、

Ａ種優先株式について、株式分割、併合その他調整が合理的に必要とされる事由が発生した場合には、当

会社取締役会により合理的に調整された額とする。）に、残余財産の分配時点における累積未払Ａ種優先

配当金額（もしあれば）の合計額を加えた金額を支払う。Ａ種優先株式と同順位の他の優先株式その他の

証券（以下「同順位証券」という。）が単一又は複数存在し、Ａ種優先株式及び同順位証券の保有者の有

する残余財産分配請求権の額の合計額が当会社の残余財産の額を超える場合には、Ａ種優先株式及び同順

位証券の保有者に対して支払われる残余財産の分配価額は、その株数及びその払込金額に応じた比例按分

の方法により決定する。 

（2）Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対しては、上記のほか残余財産の分配を行わない。 

 

4．優先順位 

（1）Ａ種優先株式の剰余金の配当の支払順位は、Ｂ種優先株式と同順位とする。 

（2）Ａ種優先株式の残余財産の分配順位は、Ｂ種優先株式と同順位とする。 

 

5．議決権 

Ａ種優先株主は、株主総会において議決権を有しない。 

 

6．優先株式の併合又は分割、募集株式の割当てを受ける権利等 

（1）当会社は、法令に定める場合を除き、Ａ種優先株式について株式の分割又は併合を行わない。 

（2）当会社は、Ａ種優先株主には、募集株式の割当てを受ける権利又は募集新株予約権の割当てを受ける権利

を与えず、また、株式無償割当て又は新株予約権無償割当てを行わない。 

 

7．金銭を対価とする取得請求権 

（1）取得請求権の内容 

Ａ種優先株主は、当会社に対し、2016年3月1日以降いつでも、当会社に対してＡ種優先株式の全部又は一

部の取得と引換えに金銭を交付することを請求（以下「金銭対価取得請求」という。）することができる。

当会社は、かかる請求がなされた場合には、当該金銭対価取得請求が効力を生じた日（以下「金銭対価取

得請求日」という。）における取得上限額（本7項第（2）号において定義される。）を限度として法令上

可能な範囲で、当該金銭対価取得請求日に、Ａ種優先株式の全部又は一部の取得と引換えに、金銭の交付

を行うものとする。この場合において、取得上限額を超えて金銭対価取得請求がなされた場合には、当会

社が取得すべきＡ種優先株式は金銭対価取得請求がなされた株数に応じた比例按分の方法により決定する。 

（2）取得価額 

金銭対価取得請求が行われた場合におけるＡ種優先株式１株当たりの取得価額は、1,000,000円（ただし、

Ａ種優先株式について、株式分割、併合その他調整が合理的に必要とされる事由が発生した場合には、当

会社取締役会により合理的に調整された額とする。）に、当該金銭対価取得請求日における累積未払Ａ種

優先配当金額（もしあれば）の合計額、及び当該金銭対価取得請求日が属する事業年度末日を基準日とす

るＡ種優先配当に係るＡ種優先配当金額に当該事業年度に属する4月1日（同日を含む。）から当該金銭対
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価取得請求日（同日を含む。）までの日数を乗じ365で除して算出した額（1円未満は四捨五入）を加えた

金額とする。 

「取得上限額」は、金銭対価取得請求がなされた事業年度の直前の事業年度末日（以下「分配可能額計算

日」という。）における分配可能額（会社法第461条第2項に定めるものをいう。以下同じ。）を基準とし、

当該分配可能額が150億円を超えている場合において、当該分配可能額より150億円を控除した金額から、

分配可能額計算日の翌日以降当該金銭対価取得請求日（同日を含まない。）までの間において、（1）当

会社株式に対してなされた剰余金の配当、並びに（2）本7項若しくは第8項又はＢ種優先株式の発行要項

に基づいて金銭を対価として取得された、若しくは取得することを当会社取締役会において決議されたＡ

種優先株式及びＢ種優先株式の取得価額の合計を減じた額とする。ただし、取得上限額がマイナスの場合

は0円とする。 

（3）金銭対価取得請求の競合 

本7項に基づくＡ種優先株式の取得並びにこれと同一の日において取得されるべきＡ種優先株式及びＢ種優

先株式の取得に必要な金額の合計が、当該日における取得上限額を超える場合、当会社が取得すべき株式

は、取得と引換えに金銭を交付することとなる各種優先株式の取得に必要な金額に応じた比例按分の方法

又はその他当会社の取締役会が定める合理的な方法によって取得がなされるものとする。 

 

8．金銭を対価とする取得条項 

（1）取得条項の内容 

当会社は、2012年4月1日以降いつでも、当会社の取締役会が別に定める日（以下「金銭対価強制取得日」

という。）の到来をもって、当会社がＡ種優先株式の全部又は一部を取得するのと引換えに、当該金銭対

価強制取得日における分配可能額を限度として、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対して金銭

を交付することができる（以下「金銭対価強制取得」という。）。なお、一部取得を行う場合において取

得するＡ種優先株式は、抽選、比例按分その他当会社の取締役会が定める合理的な方法によって決定され

るものとする。 

（2）取得価額 

金銭対価強制取得が行われる場合におけるＡ種優先株式1株当たりの取得価額は、1,000,000円（ただし、

Ａ種優先株式について、株式分割、併合その他調整が合理的に必要とされる事由が発生した場合には、当

会社取締役会により合理的に調整された額とする。）に、当該金銭対価強制取得日が属する事業年度の末

日を基準日とするＡ種優先配当に係るＡ種優先配当金額に当該事業年度に属する4月1日（同日を含む。）

から当該金銭対価強制取得日（同日を含む。）までの日数を乗じ365で除して算出した額（1円未満は四捨

五入）及び当該金銭対価強制取得日における累積未払Ａ種優先配当金額（もしあれば）の合計額を加えた

金額とする。 

 

9．普通株式を対価とする取得請求権 

（1）取得請求権の内容 

Ａ種優先株主は、2017年3月1日から2027年9月30日までの期間中、本9項第（3）号に定める条件で、当会社

がＡ種優先株式の全部又は一部を取得するのと引換えに当会社の普通株式を交付することを請求すること

ができる（以下「株式対価取得請求」という。）。 

（2）株式対価取得請求の制限 

前号にかかわらず、株式対価取得請求の日（以下「株式対価取得請求日」という。）において、剰余授権

株式数（以下に定義される。）が請求対象普通株式総数（以下に定義される。）を下回る場合には、（i）

Ａ種優先株主が当該株式対価取得請求日に株式対価取得請求を行ったＡ種優先株式の数に、（ii）剰余授

権株式数を請求対象普通株式総数で除して得られる数を乗じた数（小数第1位まで算出し、その小数第1位

を切り捨てる。）のＡ種優先株式についてのみ、当該Ａ種優先株主の株式対価取得請求に基づくＡ種優先

株式の取得の効力が生じるものとし、取得の効力が生じるＡ種優先株式以外の株式対価取得請求に係るＡ

種優先株式については、株式対価取得請求がなされなかったものとみなす。なお、当該一部取得を行うに

あたり、取得するＡ種優先株式は、抽選、株式対価取得請求がなされたＡ種優先株式の数に応じた比例按
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分その他当会社の取締役会が定める合理的な方法によって決定されるものとする。また、株式対価取得請

求に係るＡ種優先株式を当会社が取得と同時に消却する場合、かかる消却による発行済株式総数の減少を

考慮して、取得の効力が生じるＡ種優先株式の数を決する。 

「剰余授権株式数」とは、（i）当該株式対価取得請求日における定款に定める当会社の発行可能株式総数

より、（ii）①当該株式対価取得請求日における発行済株式の総数（自己株式を除く。）、及び②当該株

式対価取得請求日に発行されている新株予約権（新株予約権付社債に付された新株予約権を含む。ただし、

当該株式対価取得請求日において行使することができる期間の初日が到来していないものを除く。）の全

てが行使されたものとみなした場合に発行されるべき株式の数の合計数を控除した数をいう。 

「請求対象普通株式総数」とは、Ａ種優先株主が当該株式対価取得請求日に株式対価取得請求を行ったＡ

種優先株式に係る払込金額の総額（ただし、Ａ種優先株式について、株式分割、併合その他調整が合理的

に必要とされる事由が発生した場合には、当会社取締役会により合理的に調整された額の総額とする。）

を、当該株式対価取得請求日における下記9項第（3）号に定める転換価額で除して算出される数（小数第1

位まで算出し、その小数第1位を切り捨てる。）の総数をいう。 

（3）株式対価取得請求により交付する普通株式数の算定方法 

上記9項第（1）号の株式対価取得請求に基づき当会社がＡ種優先株式の取得と引換えにＡ種優先株主に対

し交付すべき当会社の普通株式数は、当該Ａ種優先株式に係る払込金額の総額（ただし、Ａ種優先株式に

ついて、株式分割、併合その他調整が合理的に必要とされる事由が発生した場合には、当会社取締役会に

より合理的に調整された額の総額とする。）を、本号に定める転換価額で除して算出される数（小数第1位

まで算出し、その小数第1位を切り捨てる。）とする。なお、Ａ種優先株式を取得するのと引換えに交付す

べき普通株式数の算出にあたり1株未満の端数が生じたときは、会社法第167条第3項に従い現金を交付する。 

a．当初転換価額 

当初の転換価額は、当会社と株式会社ＣＳＫの間で平成23年2月24日に締結された合併契約に基づく合併

の効力発生日の直前に有効な株式会社ＣＳＫ発行にかかるA種優先株式の転換価額の転換価額を0.24で除

したことにより算出される値に相当する額（ただし、当該値の計算については、円位未満小数第2位まで

算出し、小数第2位を四捨五入する。）とする。 

b．転換価額の修正 

転換価額は、2018年3月1日から2027年9月30日までの期間中、毎年3月1日に、当該日に先立つ45取引日目

に始まる30連続取引日の東京証券取引所における当会社の普通株式の各取引日の売買高加重平均価格

（以下「ＶＷＡＰ価格」という。）として東京証券取引所において公表される価格の単純平均価格（た

だし、上記30連続取引日において東京証券取引所においてＶＷＡＰ価格が公表されない日が存在する場

合には、上記単純平均価格の算出にあたり、当該日を除いた単純平均価格を算出するものとする。）に

相当する金額（以下「修正後転換価額」という。）に修正される。その計算は、円位未満小数第2位まで

算出し、その小数第2位を四捨五入する。ただし、上記計算の結果、修正後転換価額が当初転換価額の

300％に相当する金額（以下「上限転換価額」という。ただし、下記c．に定める転換価額の調整が行わ

れた場合には上限転換価額にも必要な調整が行われる。）を上回る場合には、上限転換価額をもって修

正後転換価額とし、修正後転換価額が当初転換価額の45％に相当する金額（以下「下限転換価額」とい

う。ただし、下記c．に定める転換価額の調整が行われた場合には下限転換価額にも必要な調整が行われ

る。）を下回る場合には、下限転換価額をもって修正後転換価額とする。 

c．転換価額の調整 

i．転換価額調整式 

当会社は、Ａ種優先株式の発行後、下記本号ii．に掲げる各事由により当会社の普通株式数に変更を

生じる場合又は変更を生ずる可能性がある場合には、次に定める算式（以下「転換価額調整式」とい

う。）をもって転換価額を調整する。転換価額調整式の計算については、円位未満小数第2位まで算出

し、小数第2位を四捨五入する。 
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上記転換価額調整式において使用する「時価」は、調整後の転換価額を適用する日（ただし、下記本

号iii．の場合は基準日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所における当会社の普

通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。）とする。

この場合、平均値の計算は、円位未満小数第2位まで算出し、小数第2位を四捨五入する。 

上記転換価額調整式で使用する「既発行株式数」は、当会社の普通株式の株主に割当てを受ける権利

を与えるための基準日がある場合はその日、また、当該基準日がない場合は、調整後の転換価額を適

用する日の1か月前の日における当会社の発行済普通株式数から、当該日における当会社の有する当会

社の普通株式数を控除し、当該転換価額の調整前に下記本号ii．又は本号iii．に基づき交付株式数と

みなされた当会社の普通株式のうち未だ交付されていない当会社の普通株式の株式数を加えた数とす

る。また、当会社の普通株式の株式分割が行われる場合には、転換価額調整式で使用する交付株式数

は、基準日における当会社の有する当会社の普通株式に割当てられる当会社の普通株式数を含まない

ものとする。 

ii．転換価額調整事由 

転換価額調整式により転換価額の調整を行う場合及びその調整後の転換価額の適用時期については、

次に定めるところによる。 

（i）上記本号i．に定める時価を下回る払込金額をもって当会社の普通株式を交付する場合（ただし、

下記本号（ii）の場合、取得と引換えに当会社の普通株式が交付される証券の取得により当会社

の普通株式を交付する場合、当会社の普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社

債に付された新株予約権を含む。）の行使により当会社の普通株式を交付する場合又は当会社が

存続会社となる合併若しくは完全親会社となる株式交換により当会社の普通株式を交付する場合

を除く。）。 

調整後の転換価額は、払込期日（募集に際して払込期間が設けられたときは当該払込期間の最終

日とする。以下同じ。）の翌日以降これを適用する。ただし、当会社の普通株式の株主に割当て

を受ける権利を与えるための基準日がある場合は、基準日の翌日以降これを適用する。 

（ii）当会社の普通株式の株式分割又は当会社の普通株式の無償割当てをする場合。 

調整後の転換価額は、株式分割の場合は当該株式の分割に係る基準日の翌日以降、無償割当ての

場合は無償割当ての効力発生日の翌日以降、これを適用する。ただし、当会社の普通株式の無償

割当てについて、当会社の普通株式の株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場

合は、基準日の翌日以降これを適用する。 

（iii）上記本号i．に定める時価を下回る価額をもって当会社の普通株式を交付する定めがある取得請

求権付株式、取得条項付株式若しくは取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付された新株

予約権を含む。）又は上記本号i．に定める時価を下回る価額をもって当会社の普通株式の交付を

受けることができる新株予約権（新株予約権付社債に付された新株予約権を含む。）を発行する

場合。 

調整後の転換価額は、取得請求権付株式、取得条項付株式若しくは取得条項付新株予約権（新株

予約権付社債に付された新株予約権を含む。）又は新株予約権（新株予約権付社債に付された新

株予約権を含む。）の全てが当初の条件で行使されたものとみなして転換価額調整式を準用して

算出するものとし、払込期日（新株予約権及び新株予約権付社債の場合は割当日）の翌日以降こ

れを適用する。ただし、当会社の普通株式の株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日が

調 整 後 

転換価額 

調 整 前 

転換価額 
既発行株式数 ＋ 交付株式数 

時価 

既発行 

株式数 

交付株式数 × 1株あたりの払込金額 

＝ × 

＋ 
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ある場合は、基準日の翌日以降これを適用する。 

（iv）普通株式の株式併合を行うときは、株式併合の効力発生の時をもって次の算式により、転換価額

を調整する。 

 

 

iii．その他の転換価額の調整  

上記本号ii．の転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当会社は、当会社

取締役会が判断する合理的な転換価額に調整を行う。 

（i）合併（合併により当会社が消滅する場合を除く。）、株式交換又は会社分割のために転換価額の

調整を必要とするとき。 

（ii）その他当会社の普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により転換価額の調整を

必要とするとき。 

（iii）転換価額を調整すべき事由が2つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の転換価額の

算出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。 

iv．転換価額による調整を行わない場合 

転換価額調整式により算出された調整後の転換価額と調整前の転換価額との差額が1円未満にとどま

る限りは、転換価額の調整はこれを行わない。ただし、かかる調整後転換価額は、その後転換価額の

調整を必要とする事由が発生した場合の転換価額調整式において調整前転換価額とする。 

v．転換価額の調整が行われる場合には、当会社は、関連事項決定後直ちに、Ａ種優先株主又はＡ種優先

登録株式質権者に対して、その旨並びにその事由、調整後の転換価額、適用の日及びその他の必要事

項を通知しなければならない。 

（4）株式対価取得請求の競合 

本9項に基づくＡ種優先株式の株式対価取得請求日にＡ種優先株式の取得の対価として交付されるべき普通

株式数、並びにこれと同一の日において取得されるべきＡ種優先株式及びＢ種優先株式の取得の対価とし

て交付されるべき普通株式数の合計数が剰余授権株式数を上回る場合には、取得と引換えに当会社の発行

が予定されている普通株式の株数に応じた比例按分の方法又はその他当会社の取締役会が定める合理的な

方法によって取得を行うものとする。 

 

10．普通株式を対価とする取得条項 

（1）取得条項の内容 

当会社は、2027年10月1日以降の日で、当会社が別途取締役会の決議で定める一定の日（以下「株式対価強

制取得日」という。）に、交付する当会社の普通株式の数が当該株式対価強制取得日における剰余授権株

式数を超えない限度で、当会社の普通株式を交付するのと引換えに、Ａ種優先株式の全部又は一部を取得

することができる。この場合、当会社は、Ａ種優先株式の取得と引換えに、当該Ａ種優先株式に係る払込

金額の総額（ただし、Ａ種優先株式について、株式分割、併合その他調整が合理的に必要とされる事由が

発生した場合には、当会社取締役会により合理的に調整された額の総額とする。）を、株式対価強制取得

日に先立つ45取引日目に始まる30連続取引日の東京証券取引所における当会社の普通株式の各取引日のＶ

ＷＡＰ価格として東京証券取引所において公表される価格の単純平均価格（ただし、上記30連続取引日に

おいて東京証券取引所においてＶＷＡＰ価格が公表されない日が存在する場合には、上記単純平均価格の

算出にあたり、当該日を除いた単純平均価格を算出するものとする。この場合、円位未満小数第2位まで算

出して小数第2位を四捨五入する。）に相当する金額で除した数の当会社の普通株式を交付する。なお、当

該株式数の算出にあたり1株未満の端数が生じた場合には、会社法第234条に従い現金を交付する。 

（2）一部強制取得 

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 × 

併合前発行済普通株式数 

併合後発行済普通株式数 
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Ａ種優先株式の一部につき本項に基づく取得を行う場合は、按分比例、抽選その他当会社の取締役会が定め

る合理的な方法によって取得を行うものとする。 

 

11．除斥期間 

当会社定款の配当金の除斥期間に関する規定は、Ａ種優先配当及びＡ種優先中間配当に係る支払いについて

これを準用する。 
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定款変更案別紙２ 

 
Ｂ種優先株式の内容 

1．優先配当金 

（1）Ｂ種優先配当金 

a．Ｂ種優先配当金の配当 

当会社は、2012年4月1日以降、毎年3月31日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質

権者に対して剰余金の配当をするときは、同日の最終の株主名簿に記載又は記録されたＢ種優先株式を

有する株主（以下「Ｂ種優先株主」という。）又はＢ種優先株式の登録株式質権者（以下「Ｂ種優先登

録株式質権者」という。）に対し、普通株式を有する株主（以下「普通株主」という。）又は普通株式

の登録株式質権者（以下「普通登録株式質権者」という。）に先立ち、Ｂ種優先株式1株につき、本項第

b．号に定める金額（以下「Ｂ種優先配当金額」という。）の金銭による剰余金の配当（以下「Ｂ種優先

配当」という。）を行う。ただし、当該事業年度において、第2項に従ってＢ種優先中間配当（第2項に

おいて定義される。）を行った場合には、当該Ｂ種優先中間配当の金額を控除した額をＢ種優先配当金

額とする。また、ある事業年度につき、Ｂ種優先配当金額とＢ種優先中間配当の金額の合計額は100,000

円（ただし、Ｂ種優先株式について、株式分割、併合その他調整が合理的に必要とされる事由が発生し

た場合には、当会社取締役会により合理的に調整された額とする。）を上限とし、当該金額を超えて剰

余金の配当を行わない。 

当会社は、上記に定めるＢ種優先配当以外には、Ｂ種優先株主又はＢ種優先登録株式質権者に対し、剰余

金の配当を行わない。 

b．Ｂ種優先配当金の金額 

Ｂ種優先配当金額は、Ｂ種優先株式の1株当たりの払込金額（1,000,000円。ただし、Ｂ種優先株式につ

いて、株式分割、併合その他調整が合理的に必要とされる事由が発生した場合には、当会社取締役会に

より合理的に調整された額とする。）に優先配当年率（以下に定義される。）を乗じて算出した額（た

だし、1円未満は切り捨て）とする。 

「優先配当年率」とは、Ｂ種優先配当又はＢ種優先中間配当の基準日の属する事業年度の4月1日（当日が

銀行休業日の場合は直前の銀行営業日）の日本円ＴＩＢＯＲ（6カ月物）（以下に定義される。）＋1.2％

の利率をいう。優先配当年率は％未満小数第4位まで算出し、その小数第4位を四捨五入する。 

「日本円ＴＩＢＯＲ（6カ月物）」とは、午前11時における日本円6カ月物トーキョー・インター・バン

ク・オファード・レート（日本円ＴＩＢＯＲ（6カ月物））として全国銀行協会によって公表される数値

を指すものとする。日本円ＴＩＢＯＲ（6カ月物）が公表されない場合には、同日（当日が銀行休業日の

場合は直前の銀行営業日）ロンドン時間午前11時にスクリーンページに表示されるユーロ円6カ月物ロン

ドン・インター・バンク・オファード・レート（ユーロ円ＬＩＢＯＲ（6カ月物））として英国銀行協会

によって公表される数値又はこれに準ずるものと認められるものを用いる。 

（2）累積条項 

ある事業年度において、Ｂ種優先株主又はＢ種優先登録株式質権者に対して支払う剰余金の配当の金額の

合計額がＢ種優先配当金額に達しない場合、その不足額は翌事業年度以降に累積する。累積した不足額

（以下「累積未払Ｂ種優先配当金額」という。）については、当該翌事業年度以降、その事業年度のＢ種

優先配当及び普通株主又は普通登録株式質権者に対する剰余金の配当に先立ち、Ｂ種優先株主又はＢ種優

先登録株式質権者に対して配当する。 

（3）非参加条項 

Ｂ種優先株主又はＢ種優先登録株式質権者に対しては、Ｂ種優先配当金額及び累積未払Ｂ種優先配当金額

（もしあれば）の合計額を超えて剰余金の配当は行わない。ただし、当会社が行う吸収分割手続の中で行

われる会社法第758条第8号ロ若しくは同法第760条第7号ロに規定される剰余金の配当又は当会社が行う新

設分割手続の中で行われる同法第763条第12号ロ若しくは同法第765条第1項第8号ロに規定される剰余金の

配当についてはこの限りではない。 
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2．優先中間配当金 

当会社は、2012年4月1日以降、毎年9月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者

に対して中間配当を行うときは、同日の最終の株主名簿に記載又は記録されたＢ種優先株主又はＢ種優先登

録株式質権者に対し、普通株主又は普通登録株式質権者に先立ち、Ｂ種優先株式1株につき、Ｂ種優先株式の

払込金額（1,000,000円。ただし、Ｂ種優先株式について、株式分割、併合その他調整が合理的に必要とされ

る事由が発生した場合には、当会社取締役会により合理的に調整された額とする。）に優先配当年率の2分の

1を乗じて算出した金額（ただし、1円未満は切り捨て）の金銭による剰余金の配当（以下「Ｂ種優先中間配

当」という。）を行う。 

 

3．残余財産の分配 

（1）当会社は、残余財産を分配するときは、Ｂ種優先株主又はＢ種優先登録株式質権者に対し、普通株主又は

普通登録株式質権者に先立ち、Ｂ種優先株式1株当たりの残余財産分配価額として、1,000,000円（ただし、

Ｂ種優先株式について、株式分割、併合その他調整が合理的に必要とされる事由が発生した場合には、当

会社取締役会により合理的に調整された額とする。）に、残余財産の分配時点における累積未払Ｂ種優先

配当金額（もしあれば）の合計額を加えた金額を支払う。Ｂ種優先株式と同順位の他の優先株式その他の

証券（以下「同順位証券」という。）が単一又は複数存在し、Ｂ種優先株式及び同順位証券の保有者の有

する残余財産分配請求権の額の合計額が当会社の残余財産の額を超える場合には、Ｂ種優先株式及び同順

位証券の保有者に対して支払われる残余財産の分配価額は、その株数及びその払込金額に応じた比例按分

の方法により決定する。 

（2）Ｂ種優先株主又はＢ種優先登録株式質権者に対しては、上記のほか残余財産の分配を行わない。 

 

4．優先順位 

（1）Ｂ種優先株式の剰余金の配当の支払順位は、Ａ種優先株式と同順位とする。 

（2）Ｂ種優先株式の残余財産の分配順位は、Ａ種優先株式と同順位とする。 

 

5．議決権 

Ｂ種優先株主は、株主総会において議決権を有しない。 

 

6．優先株式の併合又は分割、募集株式の割当てを受ける権利等 

（1）当会社は、法令に定める場合を除き、Ｂ種優先株式について株式の分割又は併合を行わない。 

（2）当会社は、Ｂ種優先株主には、募集株式の割当てを受ける権利又は募集新株予約権の割当てを受ける権利

を与えず、また、株式無償割当て又は新株予約権無償割当てを行わない。 

 

7．金銭を対価とする取得請求権 

（1）取得請求権の内容 

Ｂ種優先株主は、当会社に対し、2018年3月1日以降いつでも、当会社に対してＢ種優先株式の全部又は一

部の取得と引換えに金銭を交付することを請求（以下「金銭対価取得請求」という。）することができる。

当会社は、かかる請求がなされた場合には、当該金銭対価取得請求が効力を生じた日（以下「金銭対価取

得請求日」という。）における取得上限額（本7項第（2）号において定義される。）を限度として法令上

可能な範囲で、当該金銭対価取得請求日に、Ｂ種優先株式の全部又は一部の取得と引換えに、金銭の交付

を行うものとする。この場合において、取得上限額を超えて金銭対価取得請求がなされた場合には、当会

社が取得すべきＢ種優先株式は金銭対価取得請求がなされた株数に応じた比例按分の方法により決定する。 

（2）取得価額 

金銭対価取得請求が行われた場合におけるＢ種優先株式１株当たりの取得価額は、1,000,000円（ただし、

Ｂ種優先株式について、株式分割、併合その他調整が合理的に必要とされる事由が発生した場合には、当

会社取締役会により合理的に調整された額とする。）に、当該金銭対価取得請求日における累積未払Ｂ種

優先配当金額（もしあれば）の合計額、及び当該金銭対価取得請求日が属する事業年度末日を基準日とす
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るＢ種優先配当に係るＢ種優先配当金額に当該事業年度に属する4月1日（同日を含む。）から当該金銭対

価取得請求日（同日を含む。）までの日数を乗じ365で除して算出した額（1円未満は四捨五入）を加えた

金額とする。 

「取得上限額」は、金銭対価取得請求がなされた事業年度の直前の事業年度末日（以下「分配可能額計算

日」という。）における分配可能額（会社法第461条第2項に定めるものをいう。以下同じ。）を基準とし、

当該分配可能額が150億円を超えている場合において、当該分配可能額より150億円を控除した金額から、

分配可能額計算日の翌日以降当該金銭対価取得請求日（同日を含まない。）までの間において、（1）当会

社株式に対してなされた剰余金の配当、並びに（2）本7項若しくは第8項又はＡ種優先株式の発行要項に基

づいて金銭を対価として取得された、若しくは取得することを当会社取締役会において決議されたＡ種優

先株式及びＢ種優先株式の取得価額の合計を減じた額とする。ただし、取得上限額がマイナスの場合は0円

とする。 

（3）金銭対価取得請求の競合 

本7項に基づくＢ種優先株式の取得並びにこれと同一の日において取得されるべきＡ種優先株式及びＢ種優

先株式の取得に必要な金額の合計が、当該日における取得上限額を超える場合、当会社が取得すべき株式

は、取得と引換えに金銭を交付することとなる各種優先株式の取得に必要な金額に応じた比例按分の方法

又はその他当会社の取締役会が定める合理的な方法によって取得がなされるものとする。 

 

8．金銭を対価とする取得条項 

（1）取得条項の内容 

当会社は、2012年4月1日以降いつでも、当会社の取締役会が別に定める日（以下「金銭対価強制取得日」

という。）の到来をもって、当会社がＢ種優先株式の全部又は一部を取得するのと引換えに、当該金銭対

価強制取得日における分配可能額を限度として、Ｂ種優先株主又はＢ種優先登録株式質権者に対して金銭

を交付することができる（以下「金銭対価強制取得」という。）。なお、一部取得を行う場合において取

得するＢ種優先株式は、抽選、比例按分その他当会社の取締役会が定める合理的な方法によって決定され

るものとする。 

（2）取得価額 

金銭対価強制取得が行われる場合におけるＢ種優先株式1株当たりの取得価額は、1,000,000円（ただし、

Ｂ種優先株式について、株式分割、併合その他調整が合理的に必要とされる事由が発生した場合には、当

会社取締役会により合理的に調整された額とする。）に、当該金銭対価強制取得日が属する事業年度の末

日を基準日とするＢ種優先配当に係るＢ種優先配当金額に当該事業年度に属する4月1日（同日を含む。）

から当該金銭対価強制取得日（同日を含む。）までの日数を乗じ365で除して算出した額（1円未満は四捨

五入）及び当該金銭対価強制取得日における累積未払Ｂ種優先配当金額（もしあれば）の合計額を加えた

金額とする。 

 

9．普通株式を対価とする取得請求権  

（1）取得請求権の内容 

Ｂ種優先株主は、2019年3月1日から2029年9月30日までの期間中、本9項第（3）号に定める条件で、当会社

がＢ種優先株式の全部又は一部を取得するのと引換えに当会社の普通株式を交付することを請求すること

ができる（以下「株式対価取得請求」という。）。 

（2）株式対価取得請求の制限 

前号にかかわらず、株式対価取得請求の日（以下「株式対価取得請求日」という。）において、剰余授権

株式数（以下に定義される。）が請求対象普通株式総数（以下に定義される。）を下回る場合には、（i）

Ｂ種優先株主が当該株式対価取得請求日に株式対価取得請求を行ったＢ種優先株式の数に、（ii）剰余授

権株式数を請求対象普通株式総数で除して得られる数を乗じた数（小数第1位まで算出し、その小数第1位

を切り捨てる。）のＢ種優先株式についてのみ、当該Ｂ種優先株主の株式対価取得請求に基づくＢ種優先

株式の取得の効力が生じるものとし、取得の効力が生じるＢ種優先株式以外の株式対価取得請求に係るＢ

種優先株式については、株式対価取得請求がなされなかったものとみなす。なお、当該一部取得を行うに
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あたり、取得するＢ種優先株式は、抽選、株式対価取得請求がなされたＢ種優先株式の数に応じた比例按

分その他当会社の取締役会が定める合理的な方法によって決定されるものとする。また、株式対価取得請

求に係るＢ種優先株式を当会社が取得と同時に消却する場合、かかる消却による発行済株式総数の減少を

考慮して、取得の効力が生じるＢ種優先株式の数を決する。 

「剰余授権株式数」とは、（i）当該株式対価取得請求日における定款に定める当会社の発行可能株式総数

より、（ii）①当該株式対価取得請求日における発行済株式の総数（自己株式を除く。）、及び②当該株

式対価取得請求日に発行されている新株予約権（新株予約権付社債に付された新株予約権を含む。ただし、

当該株式対価取得請求日において行使することができる期間の初日が到来していないものを除く。）の全

てが行使されたものとみなした場合に発行されるべき株式の数の合計数を控除した数をいう。 

「請求対象普通株式総数」とは、Ｂ種優先株主が当該株式対価取得請求日に株式対価取得請求を行ったＢ

種優先株式に係る払込金額の総額（ただし、Ｂ種優先株式について、株式分割、併合その他調整が合理的

に必要とされる事由が発生した場合には、当会社取締役会により合理的に調整された額の総額とする。）

を、当該株式対価取得請求日における下記9項第（3）号に定める転換価額で除して算出される数（小数第1

位まで算出し、その小数第1位を切り捨てる。）の総数をいう。 

（3）株式対価取得請求により交付する普通株式数の算定方法 

上記9項第（1）号の株式対価取得請求に基づき当会社がＢ種優先株式の取得と引換えにＢ種優先株主に対

し交付すべき当会社の普通株式数は、当該Ｂ種優先株式に係る払込金額の総額（ただし、Ｂ種優先株式に

ついて、株式分割、併合その他調整が合理的に必要とされる事由が発生した場合には、当会社取締役会に

より合理的に調整された額の総額とする。）を、本号に定める転換価額で除して算出される数（小数第1位

まで算出し、その小数第1位を切り捨てる。）とする。なお、Ｂ種優先株式を取得するのと引換えに交付す

べき普通株式数の算出にあたり1株未満の端数が生じたときは、会社法第167条第3項に従い現金を交付する。 

a．当初転換価額 

当初の転換価額は、当会社と株式会社ＣＳＫの間で平成23年2月24日に締結された合併契約に基づく合併

の効力発生日の直前に有効な株式会社ＣＳＫ発行にかかるB種優先株式の転換価額の転換価額を0.24で除

したことにより算出される値に相当する額（ただし、当該値の計算については、円位未満小数第2位まで

算出し、小数第2位を四捨五入する。）とする。 

b．転換価額の修正 

転換価額は、2020年3月1日から2029年9月30日までの期間中、毎年3月1日に、当該日に先立つ45取引日目

に始まる30連続取引日の東京証券取引所における当会社の普通株式の各取引日の売買高加重平均価格

（以下「ＶＷＡＰ価格」という。）として東京証券取引所において公表される価格の単純平均価格（た

だし、上記30連続取引日において東京証券取引所においてＶＷＡＰ価格が公表されない日が存在する場

合には、上記単純平均価格の算出にあたり、当該日を除いた単純平均価格を算出するものとする。）に

相当する金額（以下「修正後転換価額」という。）に修正される。その計算は、円位未満小数第2位まで

算出し、その小数第2位を四捨五入する。ただし、上記計算の結果、修正後転換価額が当初転換価額の

300％に相当する金額（以下「上限転換価額」という。ただし、下記c．に定める転換価額の調整が行わ

れた場合には上限転換価額にも必要な調整が行われる。）を上回る場合には、上限転換価額をもって修

正後転換価額とし、修正後転換価額が当初転換価額の45％に相当する金額（以下「下限転換価額」とい

う。ただし、下記c．に定める転換価額の調整が行われた場合には下限転換価額にも必要な調整が行われ

る。）を下回る場合には、下限転換価額をもって修正後転換価額とする。 

c．転換価額の調整 

i．転換価額調整式 

当会社は、Ｂ種優先株式の発行後、下記本号ii．に掲げる各事由により当会社の普通株式数に変更を

生じる場合又は変更を生ずる可能性がある場合には、次に定める算式（以下「転換価額調整式」とい

う。）をもって転換価額を調整する。転換価額調整式の計算については、円位未満小数第2位まで算出

し、小数第2位を四捨五入する。  
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上記転換価額調整式において使用する「時価」は、調整後の転換価額を適用する日（ただし、下記本

号iii．の場合は基準日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所における当会社の普

通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。）とする。

この場合、平均値の計算は、円位未満小数第2位まで算出し、小数第2位を四捨五入する。 

上記転換価額調整式で使用する「既発行株式数」は、当会社の普通株式の株主に割当てを受ける権利

を与えるための基準日がある場合はその日、また、当該基準日がない場合は、調整後の転換価額を適

用する日の1か月前の日における当会社の発行済普通株式数から、当該日における当会社の有する当会

社の普通株式数を控除し、当該転換価額の調整前に下記本号ii．又は本号iii．に基づき交付株式数と

みなされた当会社の普通株式のうち未だ交付されていない当会社の普通株式の株式数を加えた数とす

る。また、当会社の普通株式の株式分割が行われる場合には、転換価額調整式で使用する交付株式数

は、基準日における当会社の有する当会社の普通株式に割当てられる当会社の普通株式数を含まない

ものとする。 

ii．転換価額調整事由 

転換価額調整式により転換価額の調整を行う場合及びその調整後の転換価額の適用時期については、

次に定めるところによる。 

（i）上記本号i．に定める時価を下回る払込金額をもって当会社の普通株式を交付する場合（ただし、

下記本号（ii）の場合、取得と引換えに当会社の普通株式が交付される証券の取得により当会社

の普通株式を交付する場合、当会社の普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社

債に付された新株予約権を含む。）の行使により当会社の普通株式を交付する場合又は当会社が

存続会社となる合併若しくは完全親会社となる株式交換により当会社の普通株式を交付する場合

を除く。）。 

調整後の転換価額は、払込期日（募集に際して払込期間が設けられたときは当該払込期間の最

終日とする。以下同じ。）の翌日以降これを適用する。ただし、当会社の普通株式の株主に割

当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合は、基準日の翌日以降これを適用する。 

（ii）当会社の普通株式の株式分割又は当会社の普通株式の無償割当てをする場合。 

調整後の転換価額は、株式分割の場合は当該株式の分割に係る基準日の翌日以降、無償割当て

の場合は無償割当ての効力発生日の翌日以降、これを適用する。ただし、当会社の普通株式の

無償割当てについて、当会社の普通株式の株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日が

ある場合は、基準日の翌日以降これを適用する。 

（iii）上記本号i．に定める時価を下回る価額をもって当会社の普通株式を交付する定めがある取得請

求権付株式、取得条項付株式若しくは取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付された新株

予約権を含む。）又は上記本号i．に 定める時価を下回る価額をもって当会社の普通株式の交付

を受けることができる新株予約権（新株予約権付社債に付された新株予約権を含む。）を発行す

る場合。 

調整後の転換価額は、取得請求権付株式、取得条項付株式若しくは取得条項付新株予約権（新株

予約権付社債に付された新株予約権を含む。）又は新株予約権（新株予約権付社債に付された新

株予約権を含む。）の全てが当初の条件で行使されたものとみなして転換価額調整式を準用して

算出するものとし、払込期日（新株予約権及び新株予約権付社債の場合は割当日）の翌日以降こ

れを適用する。ただし、当会社の普通株式の株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日が

ある場合は、基準日の翌日以降これを適用する。 

調 整 後 

転換価額 

調 整 前 

転換価額 
既発行株式数 ＋ 交付株式数 

時価 

既発行 

株式数 交付株式数 × １株あたりの払込金額 

＝ × 

＋ 
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（iv）普通株式の株式併合を行うときは、株式併合の効力発生の時をもって次の算式により、転換価額

を調整する。 

 

 

iii．その他の転換価額の調整 

上記本号ii．の転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当会社は、当会社

取締役会が判断する合理的な転換価額に調整を行う。 

（i）合併（合併により当会社が消滅する場合を除く。）、株式交換又は会社分割のために転換価額の

調整を必要とするとき。 

（ii）その他当会社の普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により転換価額の調整を

必要とするとき。 

（iii）転換価額を調整すべき事由が2つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の転換価額の

算出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。 

iv．転換価額による調整を行わない場合 

転換価額調整式により算出された調整後の転換価額と調整前の転換価額との差額が1円未満にとどま

る限りは、転換価額の調整はこれを行わない。ただし、かかる調整後転換価額は、その後転換価額の

調整を必要とする事由が発生した場合の転換価額調整式において調整前転換価額とする。 

v．転換価額の調整が行われる場合には、当会社は、関連事項決定後直ちに、Ｂ種優先株主又はＢ種優先

登録株式質権者に対して、その旨並びにその事由、調整後の転換価額、適用の日及びその他の必要事

項を通知しなければならない。 

（4）株式対価取得請求の競合 

本9項に基づくＢ種優先株式の株式対価取得請求日にＢ種優先株式の取得の対価として交付されるべき普通

株式数、並びにこれと同一の日において取得されるべきＡ種優先株式及びＢ種優先株式の取得の対価とし

て交付されるべき普通株式数の合計数が剰余授権株式数を上回る場合には、取得と引換えに当会社の発行

が予定されている普通株式の株数に応じた比例按分の方法又はその他当会社の取締役会が定める合理的な

方法によって取得を行うものとする。 

 

10．普通株式を対価とする取得条項 

（1）取得条項の内容 

当会社は、2029年10月1日以降の日で、当会社が別途取締役会の決議で定める一定の日（以下「株式対価強

制取得日」という。）に、交付する当会社の普通株式の数が当該株式対価強制取得日における剰余授権株

式数を超えない限度で、当会社の普通株式を交付するのと引換えに、Ｂ種優先株式の全部又は一部を取得

することができる。この場合、当会社は、Ｂ種優先株式の取得と引換えに、当該Ｂ種優先株式に係る払込

金額の総額（ただし、Ｂ種優先株式について、株式分割、併合その他調整が合理的に必要とされる事由が

発生した場合には、当会社取締役会により合理的に調整された額の総額とする。）を、株式対価強制取得

日に先立つ45取引日目に始まる30連続取引日の東京証券取引所における当会社の普通株式の各取引日のＶ

ＷＡＰ価格として東京証券取引所において公表される価格の単純平均価格（ただし、上記30連続取引日に

おいて東京証券取引所においてＶＷＡＰ価格が公表されない日が存在する場合には、上記単純平均価格の

算出にあたり、当該日を除いた単純平均価格を算出するものとする。この場合、円位未満小数第2位まで算

出して小数第2位を四捨五入する。）に相当する金額で除した数の当会社の普通株式を交付する。なお、当

該株式数の算出にあたり1株未満の端数が生じた場合には、会社法第234条に従い現金を交付する。 

（2）一部強制取得 

Ｂ種優先株式の一部につき本項に基づく取得を行う場合は、按分比例、抽選その他当会社の取締役会が定

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 × 

併合前発行済普通株式数 

併合後発行済普通株式数 
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める合理的な方法によって取得を行うものとする。 

 

11．除斥期間 

当会社定款の配当金の除斥期間に関する規定は、Ｂ種優先配当及びＢ種優先中間配当に係る支払いについて

これを準用する。 

 

 

 


